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７ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査 以下のの各号に該当する者を構成員
に含む特定建設工事共同企業体及びからま
でに掲げる条件を満たさない特定建設工事共同
企業体については、特定建設工事共同企業体と
しての資格がないと認定する。それ以外の特定
建設工事共同企業体については特定建設工事共
同企業体としての資格があると認定する。
 次に掲げる条件に該当しない者であるこ
と。
 契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者
 独立行政法人水資源機構（以下「機構」
という。）が発注した工事の請負契約におい
て、本入札公告の日から過去２年以内に次
のからまでのいずれかに該当する事実
があると認められる者
 契約の履行に当たり、故意に工事を粗
雑にした事実
 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るために連合した事実
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が
契約を履行することを妨げた事実
 監督又は検査の実施に当たり、役員又
は職員の職務の執行を妨げた事実
 正当な理由なくして契約を履行しな
かった事実
 受注者の責めに帰すべき事由により契
約解除をした事実
 からまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を契約
の履行に当たり、代理人、支配人、その
他の使用人として使用した事実

 機構と締結した請負契約に基づく賠償
金、損害金、違約金又はこれらの遅延利息
が生じ、これを支払っていない者
 会社更生法（平成14年法律第154号。以
下同じ。）に基づく会社更生手続きの開始若
しくは民事再生法（平成11年法律第225号。
以下同じ。）に基づく再生手続開始がなされ
一般競争（指名競争）参加資格の再審査に
係る認定を受けていない者又は手形交換所
による取引停止処分、主要取引先からの取
引停止等の事実があり、経営状態が著しく
不健全であると認められる者

 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（建設工事）若しくは添付書類中の重要
な事項について虚偽の記載をし、又は重要
な事実について記載をしなかった者
 営業に関し法律上必要とされる資格を有
しない者

 機構から『工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（以下『指名停止措置要領』とい
う。）』に基づき、筑後川水系関連区域におい
て指名停止を受けている期間中でないこと
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連を
有する建設業者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 特定建設工事共同企業体の構成 機構にお
ける一般競争（指名競争）参加資格業者のう
ち、橋梁上部工事の認定を受けている者２社
で結成される特定建設工事共同企業体である
こと。
 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次の要件を満たす者とす
る。
 平成13年４月１日から本工事における確
認申請書等の提出期限までに元請として完
成・引渡しが完了した機構、国、特殊法人
等、地方公共団体、地方公社等、公益法人
又は大規模な土木工事を行う公益民間企業
が発注した同種工事の施工実績を、以下に
示す条件にて有していること。なお、共同
企業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る｡
・特定建設工事共同企業体の代表者は、単
体若しくは特定建設工事共同企業体の代表
者として、工事実績、又は及びを有
すること。
・特定建設工事共同企業体の代表者がの
みの施工実績を有する場合、特定建設工事
共同企業体の代表者以外の構成員は、工事
実績を有すること。
・特定建設工事共同企業体の代表者が及
びの施工実績を有する場合、特定建設工
事共同企業体の代表者以外の構成員は、工
事実績又はを有すること。
（同種工事として認める施工実績の要件）
 『支間長140m以上のＰＣ橋における
片持張出架設の工事』
 『ニューマチックケーソン基礎高15m
以上の工事』

 建設業法（昭和24年法律第100号）の土
木工事業につき、許可を有してから、営業
年数が５年以上あること。ただし、相当の
施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工
が確保できると認められる場合において
は、許可を有しての営業年数が５年未満で
あってもこれを同等として取り扱うことが
できるものとする。
 建設業法の土木工事業に係る監理技術者
又は国家資格を有する主任技術者を当該工
事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資比率であること。【２社の場合１／２×
６／10＝30％以上】
 代表者の要件 特定建設工事共同企業体の
代表者は、構成員の中で最大の施工能力を有
する者であって、その出資比率が構成員中最
大であること。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、機構が指定する
様式による。
 施工方式 共同施工方式とする。
８ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む特定建設工事共同企
業体の取扱い ７の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体も５及び
６により申請書を提出することができる。この
場合において、特定建設工事共同企業体として
の資格が認定されるためには、７の認定を受
けていない構成員が当該認定を受ける必要があ
る。また、この場合においては、当該工事に係
る開札の時までに特定建設工事共同企業体とし
ての資格の審査が終了せず、競争に参加できな
いことがある。なお、７の認定を受けていな
い構成員が当該工事に係る開札の時までに当該
認定を受けていないときは、特定建設工事共同
企業体としての資格がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知 「一般競争（指名競争）
参加資格認定通知書」により通知する。
10 資格の有効期間 特定建設工事共同企業体の
有効期間は、本工事の受注者を除き、資格を認
定された日から受注者が契約を締結した日まで
とする。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 28 年７月５日

独立行政法人日本学術振興会
理事長 安西祐一郎

◎調達機関番号 575 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入物品及び数量 日本学術振興会電子申
請システム用サーバ及びハウジング 一式
 調達方法 借入
 導入予定時期 平成29年８月以降
 調達に必要とされる要求要件
Ａ 本システムは、日本学術振興会の事業で
ある科学研究費助成事業、研究者養成事業
及び国際交流事業用の電子申請システムで
使用するものである。
Ｂ 本調達は、サーバのハードウェア及びソ
フトウェア、ハウジング保守を含むもので
ある。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提出期限 平成28年８月16日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1020083 東京都千代田区麹町
５３１ 麹町ビジネスセンター10Ｆ 独
立行政法人日本学術振興会総務企画部 会計
課 小川原茂樹 電話0332635192

11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「小石原
川ダム付替国道１号橋工事 ・特定建
設工事共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。
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